
 
 

 

 

 

ＤＸに関する実態調査の結果について 
 

１ 要旨・目的 

本県の企業・団体のＤＸの取組状況や，県民のデジタル技術に関する意識等を把握する

ことを目的に，アンケート調査を実施した。 

この度，調査結果を取りまとめたので，概要を報告する。 

 

２ 調査概要 

(１) 県内の企業・団体向け調査 

ア 調査対象 広島県内の企業・団体を対象に，無作為に抽出した 5,000 者 

イ 調査方法 インターネットのフォームへの回答を依頼 

ウ 調査期間 令和４年３月 

エ 回答者数 434 者（回答率 8.7％） 

オ 調査結果 

≪デジタル技術活用を含むビジネス変革の必要性と取組状況について≫ 

· ＤＸの必要性について，80.1%が「必要性を感じている」と回答している。 

· ＤＸの取組状況について，28.3%が「既に取り組んでいる」と回答している。 
 

≪デジタル技術活用の課題について≫ 

· 最も多い課題は，「デジタル技術の活用に関する目標が明確でない」（47.0％）で，

「情報システムの構築・改修の費用負担が大きい」（44.9％），「デジタル技術の

活用に必要な人材の確保ができていない」(40.8％)が続いている。 
 

≪人材確保にあたっての課題について≫ 

· 最も多い課題は，「デジタル技術の活用に必要な人材の要件（役割，能力，心

構え等）がわからない」（40.8％）である。 

※詳細は，別紙「ＤＸに関する実態調査の集計結果」を参照 

 

(２) 県民向け調査 

ア 調査対象 広島県在住の 20 歳以上の方を対象に，無作為に抽出 

イ 調査方法 インターネット上のフォームへの回答を依頼 

ウ 調査期間 令和４年３月 

エ 回答者数 2,086 者 

オ 調査結果 

≪デジタル技術による暮らしの変化の実感について≫ 

· 「デジタル技術によって，自分の暮らしは概ね１年前より便利なったと思う」

と回答した割合は，全体の 41.8%である。 
 

≪デジタル技術によって，便利にしたい場面について≫ 

· 最も多い場面は，「行政手続（各種申請など）」（32.3％）で，「医療・介護（通院，

入院，在宅介護，服薬など）」（31.4％）が続いている。 
 

≪デジタル技術の利用をためらう理由について≫ 

· 最も多い理由は，「情報セキュリティやプライバシー漏えいの不安があるから」

（50.3%）である。 

※詳細は，別紙「ＤＸに関する実態調査の集計結果」を参照 
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３ 回答者属性【参考】 

(１) 県内の企業・団体向け調査 

■ 業種               ■ 従業員規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(２) 県民向け調査 

■年代             ■就業状況 

    

 

 

 

 

 

 

建設業 17.1%

医療，福祉 14.1%

製造業 12.0%

卸売業，小売業 11.8%

学術研究，専門・技術サービス業 9.4%

宿泊業，飲食サービス業 8.1%

生活関連サービス業，娯楽業 6.9%

運輸業，郵便業 3.5%

不動産業，物品賃貸業 3.5%

その他 13.8%

合計 100.0%

10人未満 66.8%

10人以上100人未満 28.8%

100人以上 4.4%

合計 100.0%

66.2%

33.8%

100.0%

就業している

就業していない

合計

20代 12.2%

30代 17.5%

40代 17.5%

50代 17.6%

60代 17.7%

70歳以上 17.4%

合計 100.0%



ＤＸに関する実態調査の集計結果

令和４年９月
広島県総務局デジタルトランスフォーメーション推進チーム



１ 企業・団体向け調査



調査概要

3

 目的
広島県内の企業・団体のＤＸの取組状況や課題を把握する。

 手法
インターネット調査

 実施期間
令和４年3月22日から3月30日

 調査対象
広島県内の企業・団体

■ 回答数
434者

【１ 企業・団体向け調査】



回答者属性

4

回答者数

434 者

従業員規模

業種

N=434

N=434

10人未満

66.8%

(290者)

10人以上

100人未満

28.8%

(125者)

100人以上

4.4%

(19者)

【１ 企業・団体向け調査】

建設業

17.1%

(74者)

医療，福祉

14.1%

(61者)

製造業

12.0%

(52者)卸売業，小売業

11.8%

(51者)

学術研究，専門・技術サービス

業

9.4%

(41者)

宿泊業，飲食サービス業

8.1%

(35者)

生活関連サービス業，娯楽業

6.9%

(30者)

運輸業，郵便業

3.5%

(15者)

不動産業，物品賃貸業

3.5%

(15者)

その他

13.8%

(60者)



DXの認知度

5

知っている

24.0%

(104者)

聞いたことはあるが，

詳しくはわからない

42.9%

(186者)

聞いたことが無い

33.2%

(144者)

知っている 聞いたことはあるが，詳しくはわからない 聞いたことが無い

N=434

回答した割合が最も高いのは、「聞いたことはあるが、詳しくはわからない」 （42.9%）である。

【１ 企業・団体向け調査】



デジタル技術活用を含むビジネス変革の必要性と取組状況

6

回答した割合が最も高いのは、「必要性を感じているが，まだ取り組んでいない」 （51.8%）である。

必要性を感じ，既に

取り組んでいる

28.3%

(123者)

必要性を感じているが、

まだ取り組んでいない

51.8%

(225者)

必要性を感じて

いない

19.8%

(86者)

必要性を感じ，既に取り組んでいる

必要性を感じているが、まだ取り組んでいない

必要性を感じていない

N=434

【１ 企業・団体向け調査】



デジタル技術活用の成果が出た割合

7

75.6%

54.5%

35.8%

33.3%

30.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

業務の効率化による生産性の向上

既存製品・サービスの価値の向上

新規製品・サービスの創出

企業文化や組織風土の抜本的な変革

現在のビジネスモデルの抜本的な変革

N=123 （複数回答可）

回答した割合が最も高いのは、「業務の効率化による生産性の向上」（75.6%）で、「既存製品・サービスの価値の向上」が
続いている。

【１ 企業・団体向け調査】



デジタル技術活用の課題

8

47.0%

44.9%

40.8%

21.2%

19.1%

17.5%

9.9%

9.0%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

デジタル技術の活用に関する目標が明確でない

情報システムの構築・改修の費用負担が大きい

デジタル技術の活用に必要な人材の確保が出来ていない

デジタル技術を活用しても、成果・収益が見込めない

デジタル技術の活用を、検討したことがない

自社のビジネスに合わない

自社の組織風土・企業文化に合わない

社外の連携先が見つからない

その他

N=434 （複数回答可）

回答した割合が最も高いのは、「デジタル技術の活用に関する目標が明確でない」 （47.0%）で、「情報システムの構築・改
修の費用負担が大きい」、「デジタル技術の活用に必要な人材の確保が出来ていない」が続いている。

【１ 企業・団体向け調査】



デジタル技術活用において課題が発生する段階

9

回答した割合が最も高いのは、「事前検討（導入方法が分らない、導入する利点が感じられない、効果が不透明等）」
（58.5%）で、「社内説明（幹部層・実際にデジタル技術を活用する従業員の理解が得られない等）」が続いている。

58.5%

49.3%

27.2%

21.0%

15.0%

5.3%

2.1%

0% 50% 100%

事前検討（導入方法がわからない、導入する利点が感じられない、効果が不透明等）

社内説明（幹部層・実際にデジタル技術を活用する従業員の理解が得られない等）

事業計画作成（目標、課題、取組内容設定が困難である等）

予算確保（予算が膨大になる等）

事業実施結果（技術的な問題が生じた、有効性があまり感じられない等）

デジタル技術を活用していく上で、課題が発生したことがない

その他

N=434 （複数回答可）
【１ 企業・団体向け調査】



人材確保にあたっての課題

10
N=434

回答した割合が最も高いのは、「デジタル技術の活用に必要な人材の要件（役割，能力，心構え等）がわからない」
（40.8%）である。

40.8%

18.4%

12.0%

6.0%

22.8%

0% 20% 40% 60%

デジタル技術の活用に必要な人材の要件（役割、能力、心構え等）がわからない

デジタル技術の活用に必要な人材の条件（待遇等）が合わない

デジタル技術の活用に必要な人材の候補者を探すことができない

デジタル技術の活用に必要な人材の候補者が地域にいない

無回答

【１ 企業・団体向け調査】



デジタル技術の活用に必要であるが確保できていない人材

11

64.3%

62.7%

62.0%

61.1%

53.0%

52.8%

44.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

情報セキュリティに詳しい人材

システムやサービスに詳しい人材

課題解決ができる人材

データ活用ができる人材

システムやアプリの画面のデザインに詳しい人材

応用的なソフトウェアやシステムを使用できる人材

基本的なソフトウェアやシステムを使用できる人材

N=434 （複数回答可）

回答した割合が最も高いのは、「情報セキュリティに詳しい人材」 （64.3%）で、「システムやサービスに詳しい人材」，「課題
解決ができる人材」，「データ活用ができる人材」が続いている。

【１ 企業・団体向け調査】



２ 県民向け調査



調査概要

13

 目的
県民のデジタル技術の活用に関する意識を把握する。

 手法
インターネット調査

 実施期間
令和４年3月23日から3月30日

 調査対象
広島県在住の20歳以上の者

 回答数
2,086者

【2 県民向け調査】



回答者属性

14

回答者数

2,086 者

年代 就業状況

N=2,086

20代

12.2％

(255者)

30代

17.5％

(366者)

40代

17.5％

(365者)

50代

17.6％

(368者)

60代

17.7％

(370者)

70歳以上

17.4％

(362者)

20代 30代 40代 50代 60代 70歳以上

就業している

66.2％

(1,380者)

就業していな

い

33.8％

(706者)

就業している 就業していない

N=2,086

【2 県民向け調査】



デジタル技術によって、

自分の暮らしは、概ね

１年前より便利になっ

たと思う

41.8％

(871者)
デジタル技術によっ

て、自分の暮らしは、

概ね１年前より便利

になったと思わない

27.5％

(574者)

わからない

30.7％

(641者)

デジタル技術によって、自分の暮らしは、概ね１年前より便利になったと思う

デジタル技術によって、自分の暮らしは、概ね１年前より便利になったと思わない

わからない

デジタル技術による暮らしの変化の実感

15

回答した割合が最も高いのは、「デジタル技術によって，自分の暮らしは概ね１年前より便利なったと思う」 （41.8%）であ
る。

N=2,086



デジタル技術によって、自分の暮らしが便利になったと思う場面

16

0.7％(6者)

2.5％(22者)

3.2％(28者)

6％(52者)

10.3％(90者)

10.8％(94者)

11.1％(97者)

15.7％(137者)

16.3％(142者)

17.2％(150者)

17.5％(152者)

19.4％(169者)

24.9％(217者)

26.5％(231者) 60.8％(530者)

その他

衛生（入浴、歯磨き、トイレなど）

防犯（情報収集、留守番、見守りなど）

子育て（妊娠・出産、育児など）

医療・介護（通院、入院、在宅介護、服薬など）

健康（生活習慣、運動、感染症対策など）

災害（情報収集、連絡、避難など）

家事（炊事、洗濯、掃除など）

教育（小学校、中学校、高等学校、大学、専門学校など）

移動（徒歩、自転車、自家用車、バス、電車、船、飛行機など）

行政手続（各種申請など）

趣味（文化・芸術、スポーツ、観光、レジャー、読書、習い事など）

飲食（食の安全・安心、食材、外食など）

仕事（働き方、作業の仕方など）

買物（スーパー、コンビニ、百貨店、専門店、ネットショッピングなど）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

回答した割合が最も高いのは、「買物（スーパー，コンビニ，百貨店，専門店，ネットショッピングなど）」 （60.8%）であ
る。

N=871（1人3項目まで回答可） 【2 県民向け調査】



デジタル技術によって、便利にしたい場面

17

1.2％(25者)

3.9％(82者)

7.5％(157者)

9.5％(198者)

12％(250者)

12.6％(262者)

13.5％(282者)

14.6％(305者)

15.9％(331者)

18.2％(380者)

19.6％(409者)

20％(418者)

22.3％(465者)

31.4％(654者)

32.3％(673者)

その他

衛生（入浴、歯磨き、トイレなど）

子育て（妊娠・出産、育児など）

趣味（文化・芸術、スポーツ、観光、レジャー、読書、習い事など）

飲食（食の安全・安心、食材、外食など）

教育（小学校、中学校、高等学校、大学、専門学校など）

健康（生活習慣、運動、感染症対策など）

防犯（情報収集、留守番、見守りなど）

移動（徒歩、自転車、自家用車、バス、電車、船、飛行機など）

災害（情報収集、連絡、避難など）

家事（炊事、洗濯、掃除など）

仕事（働き方、作業の仕方など）

買物（スーパー、コンビニ、百貨店、専門店、ネットショッピングなど）

医療・介護（通院、入院、在宅介護、服薬など）

行政手続（各種申請など）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%
N=2,086（1人3項目まで回答可）

回答した割合が最も高いのは、「行政手続（各種申請など）」（32.3％）で、「医療・介護（通院，入院，在宅介護，
服薬など）」 （31.4％）が続いている。

【2 県民向け調査】



デジタル技術の利用をためらう理由

18

8.7％(182者)

0.8％(16者)

12.5％(261者)

12.8％(266者)

15.6％(325者)

28％(585者)

31.9％(666者)

50.3％(1,050者)

無回答

その他

通信インフラが不十分だから

アナログ（例：紙を使う、直接会う）の方が便利だから

インターネットを利用する費用が高いから

デジタル技術を活用した手続きや作業がわかりにくく、煩雑だから

パソコンやタブレットを利用するために必要な知識や経験が不足しているから

情報セキュリティやプライバシー漏えいへの不安があるから

0% 20% 40% 60%N=2,086（複数回答可）

回答した割合が最も高いのは、「情報セキュリティやプライバシー漏えいの不安があるから」 （50.3%）である。

【2 県民向け調査】



パソコンやタブレットを使う場面で困ること

19

14.1％(294者)

0.4％(8者)

4.8％(101者)

12.6％(262者)

13.7％(286者)

16.1％(335者)

21.9％(457者)

25.2％(526者)

25.5％(532者)

40.1％(836者)

無回答

その他

文字を入力することが難しい

アプリケーションなどの、導入やインストール方法がわからない

どのような業務に役立つのかわからない

画面を長時間見たり、小さな文字を読むことが難しい

使いたい機能がどのメニューやボタンにあるのかわからない

設定の変更方法がわからない

表示される、用語や語句の意味がわからない

情報セキュリティ対策が、適切かどうかわからない

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%N=2,086（複数回答可）

回答した割合が最も高いのは、「情報セキュリティ対策が，適切かどうかわからない」 （40.1%）である。

【2 県民向け調査】



情報セキュリティやプライバシー漏えいへの具体的な不安

20

回答した割合が最も高いのは、「個人情報やインターネット利用履歴が外部にもれていないか」（58.0％）である。

5.2％(109者)

0.1％(3者)

11.9％(249者)

15.2％(317者)

24.6％(513者)

30.7％(641者)

37.1％(774者)

39.9％(832者)

47.6％(993者)

58％(1,210者)

無回答

その他

ソーシャルメディアなどで相手とトラブルにならないか

違法・有害情報を見てしまわないか

迷惑メールが来ないか

電子決済を信頼できるか

架空請求やインターネットを利用した詐欺にあわないか

どこまでセキュリティ対策を行えばよいか

コンピュータウイルスに感染していないか

個人情報やインターネット利用履歴が外部に漏れていないか

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%
N=2,086（複数回答可）

【2 県民向け調査】



「ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）」の認知度

21

知っている

13.5％

(281者)

聞いたことはあるが、

詳しくはわからない

36.7％

(765者)

聞いたことがない

49.9％

(1,040者)

知っている 聞いたことはあるが、詳しくはわからない 聞いたことがない

N=2,086

回答した割合が最も高いのは、「聞いたことがない」（49.9％）である。
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